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事実の概要

　Ｘ（原告）は、不動産の販売、賃貸等を目的と
する株式会社であり、Ｙ（被告）は、地方住宅供
給公社法に基づきＡ市により設立された法人であ
る。Ａ市は、特定優良賃貸住宅の供給の促進に関
する法律（以下「特優賃法」という）に基づき、民
間の土地所有者等が新たに建設した賃貸住宅をＹ
等の「管理者」が一定期間借り上げ又は管理受託
するとともにＡ市と国が建設費及び家賃について
補助を行うことにより中堅所得者等の居住の用に
供する居住環境が良好な賃貸住宅の供給の促進を
図る事業（以下「本件供給事業」という）を制定した。
Ｘは、特定優良賃貸住宅を供給するための「認定
事業者」であり、Ｙは、特定優良賃貸住宅を入居
者に賃貸（転貸）し、又は管理する「管理者」であっ
た。ＸとＹとの間では、平成 6年 1月以降順次、
「『特定優良賃貸住宅』等の建設及び管理に関する
協定書」による協定、賃貸借契約、維持修繕委託
契約が締結され、修繕費負担につき「特定優良賃
貸住宅修繕費負担区分表」（以下「本件負担区分表」
という）によることとされた。本件負担区分表で
は、本件各入居者の退去の際、自然損耗や通常の
使用による損耗等の修繕費（以下「本件通常損耗
等修繕費」という）を本件各入居者に負担させる
ものとしていた。また、本件負担区分表において
「負担基準」は、「土地所有者等」であるＸか、「退
去者」である本件各入居者かのいずれか一方とさ
れ、Ｙが負担することとされる項目や内容は一切
なかった。
　一方、平成 10 年 3 月、旧建設省は、「原状回

復をめぐるトラブルとガイドライン」（以下「本
件ガイドライン」という）を公表し、本件ガイド
ラインでは、通常損耗等修繕費は賃料に含まれる
ものとされ、賃借人の原状回復義務には含まれて
いなかった。そのため、Ｙは、平成 11 年 4 月以
降、本件各入居者との間で、原状回復の範囲につ
いて本件ガイドラインに沿った修繕費負担区分に
改定した。Ｙは、Ｘとの間でも本件ガイドライン
に沿った修繕費負担区分に改定するため協議を重
ねたが、合意に至らなかった。平成17年7月1日、
Ｙは、Ｘに対し「修繕費負担区分の改定について」
と題する書面を送付し、本件通常損耗等修繕費を
Ｘの負担とすることを求め、同年 8月 1 日以降
の退去住戸分について、本件通常損耗等修繕費を
本件賃貸借契約の借上料から差し引くことを通知
した。Ｘは、平成 17 年 7月 15 日付で、Ｙに対し、
上記の通知を受諾できない旨の回答をし、現在ま
でＹの同通知を受諾する旨の意思表示をしていな
い。Ｙは、平成 17 年 10 月分から平成 27 年 11
月分までの各借上料から、本件通常損耗等修繕費
及びその 5％である受託事務費を順次差し引いて
おり、その合計金額は 3291 万 9315 円である。
　そこで、Ｘは、Ｙに対し、Ｙが上記修繕費等相
当額の賃料の支払をしなかったことが法律上の原
因を欠くなどとして、平成 27 年 12 月 22 日に不
当利得返還請求権に基づき不当利得金及び民法
704 条前段所定の利息の支払を求めて本件訴えを
提起し、平成 28 年 8 月 29 日、予備的に賃貸借
契約に基づき未払賃料及び遅延損害金の支払を求
めて本件訴えの追加的変更をした。



2 新・判例解説Watch2

新・判例解説 Watch ◆ 民法（財産法）No.234

判決の要旨

　大阪地裁は、まず、「通常損耗についての原状
回復費用を賃借人ではなく賃貸人において負担す
るのが原則であるという民法の上記関係規定〔評
釈者注－ 2017 年改正前民法 606 条 1 項、同 616 条
において準用する同 598 条〕及びその解釈が強行
法規としての実質を持つものであるということは
できない」などとして、「ＸＹ間では、Ｙが本件
各入居者に対して本件負担区分表に従って本件通
常損耗等修繕費の負担を求めるという内容の合意
は、本件賃貸借契約の全期間を通じてなお有効で
あって、Ｙが、当該合意に反し、本件各入居者に
対して本件負担区分表に従って本件通常損耗等修
繕費の負担を求めないのであれば、その帰結とし
て、Ｙにおいて負担することとなる」とした。
　その上で、「Ｘは、特優賃制度の担い手である『認
定事業者』として、特優賃制度上の一定の制約を
受ける以上、本件ガイドラインの趣旨を踏まえた
取扱いをすべき立場にあり」、「Ｙとの間で契約内
容について疑義が生じたとき等には誠意をもって
協議することを合意していたこと」をも考慮すれ
ば、「遅くとも平成 17 年 8 月 1 日には、Ｙから
の本件ガイドラインに沿って本件通常損耗等修繕
費をＸの負担とする旨の変更協議に誠実に応じる
べき信義則上の義務があったというべきである」
とした。それにもかかわらず、これに応じない「Ｘ
が、本件負担合意が変更されていないことを前提
に、本件通常損耗等修繕費がＹ又は本件各入居者
の負担ではなくＸの負担であるとして同費用相当
額をＸに支払うべき借上料から差し引いたことに
ついて、法律上の原因を欠く、あるいは、当該相
殺は無効であるなどと主張して、本件請求として
不当利得返還請求又は賃料請求をすることは」信
義則に反して許されないとしてＸの請求を棄却し
た。

判例の解説

　一　はじめに
　賃貸借契約が終了した場合、賃借人は原状回復
義務を負うが、通常の使用及び収益によって生じ
た賃借物の損耗並びに経年変化（以下「通常損耗等」
という）は除かれる（2017年改正後民法621条）。もっ
とも、通常損耗等を賃借人の原状回復義務に含ま

せる特約（以下「通常損耗等負担特約」という）を
締結することが従来行われてきた。本件では、特
優賃法に基づき転貸目的で締結された賃貸借にお
ける認定事業者である賃貸人と住宅供給公社であ
る賃借人（転貸人）との間で、転借人たる各入居
者が負担することと定められた通常損耗等負担特
約の賃貸人負担への変更が問題となった。

　二　従来の議論
　１　通常損耗等の負担について
　2017 年民法改正による明文化以前から、賃借
人の原状回復義務の範囲に通常損耗等が含まれな
いことは、学説上実務上一般的に認められてい
た１）。最高裁も【1】最二小判平 17・12・16（裁
判集民 218 号 1239 頁）が、「通常損耗に係る投下
資本の減価の回収は、通常、減価償却費や修繕費
等の必要経費分を賃料の中に含ませてその支払を
受けることにより行われている」ことを理由にこ
のことを確認した。他方で、原状回復義務をめぐっ
てはトラブルになることが多く、旧建設省は、平
成 10 年に本件ガイドラインを公表した（平成 23
年に再改訂版を公表）。本件ガイドラインでは、原
状回復には経年変化や通常損耗は含まれないもの
としている 。また、通常損耗等負担特約を設け
ることは否定されないが、【1】事件や消費者契
約法 9条 1項 1号、10 条に照らし、「その旨を明
確に契約書面に定めた上で、賃借人の十分な認識
と了解をもって契約することが必要」と定めてい
る。本件の紛争は、このような通常損耗等の負担
に関する取扱いの変化を背景としている。
　２　本件契約の性質
　従来、特優賃制度（事実の概要の「本件供給事業」
を参照）の下で通常損耗等負担特約の効力が争わ
れた事例は、地方住宅供給公社（賃貸人）と各入
居者（賃借人）との間での賃貸借であった２）のに
対し、本件は、特優賃制度に基づく認定事業者た
る原賃貸人と地方住宅供給公社で管理者たる原賃
借人との間の原賃貸借における事例である点に特
徴がある。本件ガイドラインが念頭に置かれるよ
うな場面では、消費者である各入居者の保護とい
う要請があったが、本件にはかかる事情はない。
また、本件では、ＸＹ間で基本契約にあたると解
される協定書のほか、賃貸借契約だけではなく、
維持修繕委託契約も締結されており、大阪地裁も、
本件におけるＹの地位について「本件建物の適正
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な管理を実施する主体たる『管理者』としての側
面が大きかった」とし、単純に賃借人とは解して
いない。本件は、通常損耗等負担特約の効力を肯
定しているが、従来、かかる特約の効力が問題と
なった事例とは異なる特徴を有することは注意さ
れるべきであろう。
　３　契約の改訂法理、協議条項について
　本件では、通常損耗等負担特約の効力を認めつ
つ、Ｘに「変更協議に誠実に応じる信義則上の義
務」（以下「本件義務」という）を肯定している点
に特徴がある。ここでは、契約締結後に契約の前
提となっていた判例や行政指導の内容が変わった
ことから当初の契約を変更することの可否が問題
となっており、従来、事情変更の法理や契約改訂
法理、再交渉義務の問題として議論されていたこ
とに関わる３）。
　事情変更の法理は、判例上一般法理として肯定
されているものの、最高裁において適用を肯定さ
れた事例はない４）。また、2017 年民法改正に際
し審議の対象となったものの明文化は見送られ
た。その審議の過程からは、同法理の適用に大き
なハードルがあることが確認でき５）、本件のよう
な行政指導等の変更があったとしても、同法理に
よる契約の改訂は認められにくく、本件でも事情
変更の法理は根拠として認められていない。
　一方、賃貸借契約や請負契約などの継続的契約
では、契約期間中に種々の事情変更が生じること
が予想され、協議条項が含まれることが通常であ
る６）。本件は、ＸＹ間の各契約に誠実協議条項が
含まれており、通常損耗等負担特約に関する変更
の協議が行われたものの、それが成功しなかった
場面である。協議条項はいくつかの類型に分ける
ことができるが７）、本件では、紛争解決のための
円満解決条項もしくは誠実協議条項といわれる協
議条項が定められていたと解せる。もっとも、誠
実協議条項が合意されていたとしても、紛争状況
に入った当事者にとって誠実な交渉を期待するこ
とは事実上不可能な場合が多く、何が誠実な交渉
かという判断基準を想定することも困難であると
されているほか、当事者の合理的意思としても実
体法上の債務不履行を生じさせるような効果を認
めたものと解すべき場合は少ないであろうとされ
ている８）。また、協議条項からは原則として契約
改訂権限（及び承諾義務）は導かれないが、契約
改訂課題や契約類型によっては、例外的に一方的

な契約改訂権限（及び承諾義務）が認められる場
合もあると指摘されている９）。本件は、信義則を
根拠に、協議条項の存在も考慮事情の一つにして
変更協議に応じるべき義務を肯定した事例として
参考になる。

　三　検討
　１　本判決での考慮事情の整理
　本件義務は付随義務といえようが、有力な見解
では、付随義務の根拠に①契約の解釈、②信義則
を挙げ、契約の解釈から付随義務を導くことがで
きる場合には、信義則を用いる必要はないと指摘
している 10）。
　本件で、本件義務の根拠とされた事情は、(1)
Ｘが「特優賃制度の担い手である『認定事業者』
として、特優賃制度上の一定の制約を受ける以上、
本件ガイドラインの趣旨を踏まえた取扱いをすべ
き立場にあ」ること、(2)「Ｙとの間で契約内容
について疑義が生じたとき等には、誠意をもって
協議をすることを合意していたこと」である。
　(1) の内容は、さらに、①ＸＹが特優賃制度の
担い手として一定の制約を前提に行動すべき立場
にあること、②特優賃制度の下では、本件通常損
耗等修繕費を本件各入居者に負担させるべきでは
ないこと、③Ｙは、「管理者」としての側面が大
きく、本来的にＸ、Ｙ、本件各入居者との関係で
は本件通常損耗等修繕費を負担すべき立場にない
こと、④本件ガイドラインに沿った特優賃制度の
運用をすることが社会的に要請され、賃貸借に関
して形成されてきた規範を尊重した対応をとらな
ければならない状況にあったことに分けられる。
これらは、いずれも特優賃制度を前提にし、その
制度の関係者としてＸ、Ｙに求められること、あ
るいはその制度を利用する場合の制約といえる。
　他方、大阪地裁は、上記の事情のほかに、⑤Ｘ
を除く全ての認定事業者が本件ガイドラインに
沿って本件通常損耗等修繕費を認定事業者の負担
とし、借上料から差し引く扱いについて承諾して
いる状況と⑥Ｘ及びＹの本件賃貸借契約に係る収
支状況に照らしてもＸに本件通常損耗等修繕費を
負担させることが衡平を欠く結果にならないこと
も検討する。これらは、個別的には契約の変更協
議に応じるべき義務を肯定する論拠としては弱い
面がある。⑤は、契約法の原則から考えれば、他
人の契約関係の帰趨が自身の契約に直ちに影響す
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るとはいえないし、⑥収支状況の結果は本来的に
各当事者の負うべきリスクである。本件の理路に
おいて⑤の事情は、Ｘが「変更協議に誠実に応じ
るべき」義務があるにもかかわらず、それに応じ
ていないことを示す事実と位置付けられており、
本件義務の基礎付けには使われていない。しかし、
①から④を踏まえて、Ｘの主張が特優賃制度上要
請される制約に反していることを明確にする役割
がある。また、⑥の事情は、その存在がＸの請求
を否定する結論を左右しないと位置付けられるに
すぎず、付随的な事情と解される。
　一方、(2) の合意は、「当事者間において契約内
容について疑義が生じたとき又は定めのない事項
が問題となったとき」に「誠意をもって協議をす
る」旨の合意である。まず、通常損耗等修繕費の
負担を本件各入居者からＸに変更することを当初
の合意で明確に定められた費用の負担の変更であ
るとすると、「契約内容について疑義が生じたと
き」や「定めのない事項が問題となったとき」に
妥当するかどうかは明らかとはいえないように思
われる。仮に、広く協議を求める事由が生じた場
合に協議を求めることができる合意と解したとし
ても、それが妥結するかどうかは当事者に委ねら
れており、それを超えて裁判所の改訂権限を定め
た規定とは解せない。したがって、本件で、「変
更協議に誠実に応じるべき」義務をＸが負担して
いることを本件各契約における協議条項のみから
導くことは難しい。結局、(1) の特優賃制度上の
制約の存在を重視した上、(2) も加えて信義則を
根拠に結論が導かれたと解される。
　２　特優賃制度の下での事例としての意義
　本件の判断は、行政上のガイドラインや新たな
判例法理など、契約の前提となっている規範が変
容した結果、契約内容の変更について協議がされ
たが、それが妥結しなかった場合でも、信義則上
変更協議に応じるべき義務が認められた事例とし
て契約改訂法理との関係で事例的意義を有する。
そして、上記の検討からは、本件では、Ｘ、Ｙ、
本件各入居者の関係が特優賃制度を前提とし各関
係者がとるべき行動について一定の制約があるこ
とが重視されたものと解される。特優賃制度上の
制約を考慮しないでも同じ判断が導かれたとは考
えにくく、その意味で本件は個別的な事例として
評価されるべきであろう。

●――注
１）幾代通＝広中俊雄編『新版注釈民法 (15)〔増補版〕』（有
斐閣、1996 年）302 頁［石外克喜］。

２）例えば、特約の効力を否定した事例として大阪高判平
15・11・21 判時 1853 号 99 頁、大阪高判平 16・7・30
判時1877号81頁、肯定した事例として大阪高判平16・5・
27 判時 1877 号 73 頁（【1】事件原審）など。そのよう
な中で【1】事件が出された。

３）多くの文献があるが、事情変更の法理について五十嵐
清『契約と事情変更』（有斐閣、1969 年）、「契約と事情
変更」谷口知平＝五十嵐清『新版注釈民法 (13)〔補訂版〕』
（有斐閣、2006 年）66 頁以下［五十嵐清］、久保宏之『経
済変動と契約理論』（成文堂、1992 年）を参照。契約改
訂法理、再交渉義務論について石川博康『再交渉義務の
理論』（有斐閣、2011 年）、吉政知広『事情変更法理と
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